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 4つの環境方針の下で、以下のとおり環境施策の方向性を示し、取組事項として掲げる27の施策に取り組んでいます。

平成29(2017)年度

評価※

3

3

2

3

3
3
3

下水

水道
工水

3

水道
工水
下水

水道
工水

下水

自然流下を基本とした水道施
設の整備を推進

同左 継続実施

上下水道施設･設備の更新な
どにあわせて、高効率型の設
備を導入

同左 継続実施

 計画期間（平成29(2017)
年度から平成33(2021)

年度）の目標等 目標等 取組結果

既存設備４基(江ヶ崎･鷺沼･
平間･入江崎発電所)で小水力
発電を実施し、入江崎につい
ては、西系再構築施設の工事
完成後の水量増加に伴い、発
電量を増やしさらにCO2を削

減

既存設備４基(江ヶ崎･鷺沼･
平間･入江崎発電所)による発
電の継続
小水力発電売電量：
1,930,000kWh/年

入江崎総合スラッジセンター
焼却設備の二段燃焼化を進め
N2Oを削減

既設炉の改造（二段燃焼化）
による温室効果ガス削減の推
進にむけた検討を実施

継続実施

　※評価について（カッコ内は定量的な目標が定められている場合の基準）
　・目標を大きく上回って達成（目標値に対して150％以上）　　 ⇒１
　・目標を上回って達成（目標値に対して105％を超え150％未満）⇒２
　・目標をほぼ達成（目標値に対して95％を以上105％以下）　　 ⇒３
　・目標を下回った（目標値に対して50％を超え95％未満）　　　⇒４
　・目標を大きく下回った（目標値に対して50％以下）　　　　　⇒５

1
省エネル
ギー及び温
室効果ガス
の削減

下水汚泥の二段燃焼
による温室効果ガス
の削減

(3)

省エネルギー型機器
の採用

(1)

自然流下方式による
取水・送水・配水

(2)

上下水道施設の敷地内におい
て適切な植樹管理等を行うこ
とで施設の景観の向上を図る
とともに、ヒートアイランド
現象を緩和

(2) 下水汚泥の有効利用

東日本大震災以降、放射性物
質の検出に伴い中断している
焼却灰の有効利用の安全性な
どについて検討を推進

焼却灰の有効利用を再開（平
成30(2018)年3月から）

下水

高度処理水を川崎ゼロ･エ
ミッション工業団地やせせら
ぎ水路に提供

環境方針及び環境施策の取組（平成29(2017)年度における取組結果一覧）

取組事項
環境
方針

施策の
方向性

Ⅰ

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

2
再生可能エ
ネルギー源
の有効利用

3
ヒートアイ
ランド現象
の緩和

(1)

施設における植栽の
保全と緑化整備

(1)

(2)
太陽光発電システム
の導入

施設更新等に合わせ太陽光発
電システムを導入し、CO2を

削減

【長沢】継続実施
発電量：場内使用電力の
16.6％
【生田】継続実施
売電量：1,069,000kWh/年
【入江崎】導入の推進

【長沢】継続実施
発電量：場内使用電力の
17.2％
【生田】継続実施
売電量：1,258,526kWh/年
【入江崎】設置工事着手

水道

下水

同左 継続実施
水道
工水
下水

継続実施
小水力発電売電量：
1,898,549kWh/年

小水力発電の実施

同左 継続実施

継続実施同左

下水

下水

水道

工水

3

3

3

3

3

水道
工水

3

有効利用率：100％ 有効利用率：100％

焼却灰の有効利用を再開
Ⅱ

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
循
環
促
進

1
廃棄物の抑
制・リサイ
クル

(3)
建設副産物のリサイ
クルの推進

上下水道工事に伴い発生する
建設副産物を再資源化し、工
事資材に積極的に活用するな
ど、循環型社会の構築に向け
た施策を継続

同左 継続実施

浄水発生土の有効利用率
100％を継続

汚泥焼却工程から発生する余
熱を入江崎余熱利用プール等
で有効利用

高度処理水の有効利
用

(2)

浄水発生土の有効利
用

2
資源・エネ
ルギーの有
効利用

汚泥焼却熱を利用し
た温水プール

(1)

(1)
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3

3

3

3

3

3

継続実施
改善率：73.5％

継続実施
下水道普及率 99.5％
水洗化率 　　99.5％

継続実施
老朽給水管更新目標達成率：
93.3％

継続実施 下水

水道

3

3

3

3

3

3

3

3

水道
工水

水道

下水

下水

環境
方針 目標等 取組結果

同左
残留塩素濃度低減化目標達成
率：38.0％

継続実施
残留塩素濃度低減化目標達成
率：46.7％

同左 継続実施

施策の
方向性

取組事項
 計画期間（平成29(2017)
年度から平成33(2021)

年度）の目標等

平成29(2017)年度

評価※

3

2

(1)

(2)

1
水資源の確
保・有効利
用

(3)

(3)

水資源の有効利用の
推進

老朽給配水管の計画的な更新
や漏水調査を実施し、水資源
の有効利用を推進老朽給水管
更新目標達成率：100％（平
成30(2021)年度）

(4)

(3)

水環境技術を活かし
た国際展開の推進

(2)

(1)

(2)

(3)

3
環境意識の
向上に向け
た取組の推
進

1
事業活動に
おける適正
な環境管理

(4)

2
環境技術の
研究開発及
び活用

(1)

施設見学の受入、各種イベン
トやウェブサイトでの情報発
信などを実施

同左

水道
工水
下水

水道
工水
下水

水道
工水
下水

温対法及び温対条例
に基づく温室効果ガ
ス削減の取組

事業活動地球温暖化対策計画
に基づき、平成30(2018)年度
までに排出量を基準年度比で
4.4％削減

同左

かわさき水ビジネスネット
ワークを通じた国際貢献と水
環境技術の情報発信、専門家
の派遣、研修生の受入などを
実施

継続実施
市民の環境学習の推
進と広報活動の充実

継続実施

継続実施
排出量：5.8％減（基準年度
比）

同左
上下水道局環境計画に基づく
取組を、毎年度、環境計画年
次報告書で公表

同左 継続実施

職員の環境意識の向
上

局研修における環境関係の講
義の実施と環境関連講習会や
研修などへの派遣

同左 継続実施

水道
工水
下水

継続実施 下水

環境計画年次報告書
の公表

1.0％低減

低燃費車導入率：85.0％
その他の取組：継続実施

省エネ法に基づくエ
ネルギー管理の取組

省エネ法に基づき、中長期に
おける年平均1％以上のエネ
ルギー原単位を低減

年平均 1％以上低減

空調の適正管理、グリーン購
入の促進、低燃費車の導入な
どを実施

低燃費車導入率：85.5％
その他の取組：継続実施

市役所の率先した環
境配慮の取組

環境マネジメントシ
ステムの取組

長沢浄水場において環境負荷
の低減に努め、持続可能な循
環型社会の形成に貢献

電気使用量：410,771kWh
用紙の削減：1％削減（基準
年度比）【1人当たり使用量
約2,900枚】
廃棄物リサイクル：継続実施
グリーン購入率：100％

電気使用量：414,913kWh
用紙の削減：1.4％増加（基
準年度比）【1人当たり使用
量2,943枚】
廃棄物リサイクル：継続実施
グリーン購入率：100％

水道
工水

下水道における環境
技術などの研究開発

省エネルギー化及び温室効果
ガス排出量の削減対策を推進

汚泥焼却工程における温室効
果ガス排出量削減、段階的高
度処理導入、返流水のりん負
荷低減に関する研究

事業場指導及び水処
理センターの適切な
水質管理

同左

(1)

(2)

(1)
下水道未普及地域の
解消及び水洗化の促
進

安全な飲料水の確保

水源地の水質確保
水源地における湖底土砂の浚
せつなどを実施し、水源水質
を保全

水源から給水栓までの水質検
査を実施し、安全な飲料水を
確保

合流式下水道の継続
的な改善

合流式下水道緊急改善計画に
基づき、継続的な改善を推進

同左
改善率：73.5％

同左
下水道未普及地域の解消及び
水洗化を促進

同左

事業場排水の調査・指導・啓
発の実施と、水処理センター
の良質で安定した放流水質の
維持

(2)
2
良好な水環
境の創出

Ⅲ

健
全
な
水
循
環
・
水
環
境
の
創
出

Ⅳ

環
境
に
配
慮
し
た
行
動
の
促
進

高度処理の推進
東京湾流域別下水道整備総合
計画に基づき、高度処理事業
を推進

同左
高度処理普及率：27.0％

継続実施
高度処理普及率：27.0％

下水

水道
工水
下水

水道
工水
下水

水道
工水
下水
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